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１．はじめに

　会計基準や監査制度は、経済環境の変化を見据

え、財務報告の有用性向上に向けて随時改正が行

われている。企業のグローバル化が進む中で、世

界で統一した会計基準や監査制度が整備されるこ

とを望む財務諸表利用者の声は多い。しかし、各

国の経済環境や実務慣行が異なるため、同じよう

な取引であってものれん償却のように異なる会計

処理に基づく財務報告がなされることもあれば、

改正の方向性が同じであったとしても優先度が異

なり、適用時期がずれることもある。また、財務

諸表利用者のニーズを汲み取ろうとしても、財務

諸表利用者の意見は多様であり、すべてのニーズ

をまとめて満たすような会計処理が存在するわけ

でもない。世界の会計基準は、財務情報の有用性

を高めつつ、徐々にでも統一する方向に向かって

ほしいが、それまでは会計基準差や基準改正によ

る一時的な影響を受け入れた上で財務分析を行う

必要がある。

　2021年３月期より監査上の主要な検討事項（KAM）が適用され、2022年３月期第１四半期から収益認識に
関する会計基準の適用が開始されるなど、財務分析上影響の大きい改正がなされた。収益認識に関する会計基準
は、取引実態を踏まえた会計処理の見直しであり、注記事項でその影響を必ず確認するとともに、営業利益率等
の関連財務指標の変動にも留意したい。またKAMの適用初年度の適用状況をまとめた。１社平均1.5個と低調な
スタートであり、今後の記載充実が期待される。
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